
運用報告書（全体版）
第54期

（決算日 2015年 4 月20日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「公社債投信（ ₄ 月号）」は、このた
び、第₅₄期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<0904>

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商品分類 追加型投信／国内／債券

信託期間 無期限

運用方針
公社債への投資により、中長期的に安定した
収益の確保をめざして安定運用を行ないま
す。

主要投資
対 象

ベビーファンド
本邦通貨表示の公社債およ
び公社債投信マザーファン
ドの受益証券

公 社 債 投 信
マザーファンド 本邦通貨表示の公社債

ベビーファンド
の 運 用 方 法

本邦通貨表示の公社債およびマザーファンド
の受益証券を組入れの中心として、中長期的
に安定した収益の確保をめざして安定運用を
行ないます。

マザーファンド
の 運 用 方 法

本邦通貨表示の公社債を組入れの中心とし
て、中長期的に安定した収益の確保をめざし
て安定運用を行ないます。

組入制限 ベビーファンドのマザー
フ ァ ン ド 組 入 上 限 比 率 無制限

分配方針

毎年 ₁ 回決算を行ない、収益分配前の純資産
総額が当該元本総額（元本の額（ ₁ 万口当り
₁ 万円）の合計額をいいます。）を超過する額
の全額を収益分配金に充当いたします。ただ
し、収益分配前の純資産総額が当該元本総額
を下回った場合、分配は行ないません。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないま
す。ファミリーファンド方式とは、受益者からの資金をま
とめてベビーファンド（当ファンド）とし、その資金を主
としてマザーファンドの受益証券に投資して、実質的な運
用をマザーファンドで行なう仕組みです。なお、ベビーファ
ンドから公社債等への直接投資を行なうことができるもの
とします。

公社債投信
（4月号）

東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
お問い合わせ先（コールセンター）
TEL 0 1 2 0 ― 1 0 6 2 1 2
　　　（営業日の 9：00～17：00）
h t t p : / /www . d a iw a－am . c o . j p /



公社債投信（ 4月号）

■最近 5期の運用実績

決　 算 　期
基 準 価 額

公 社 債
組 入 比 率

債 券 先 物
比 率

純 資 産
総 　 額（分配落） 税 込 み

分 配 金
期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
₅₀期末（₂₀₁₁年 ₄ 月₁₉日） ₁₀, ₀₀₀ ₂₂. ₉₄ ₀. ₂₃ ₉₇. ₂ ― ₁6, 6₅₂
₅₁期末（₂₀₁₂年 ₄ 月₁₉日） ₁₀, ₀₀₀ ₁₉. ₅6 ₀. ₂₀ ₉₂. ₈ ― ₁₅, ₄₀₈
₅₂期末（₂₀₁₃年 ₄ 月₁₉日） ₁₀, ₀₀₀ ₁₃. 6₉ ₀. ₁₄ ₈₃. ₀ ― ₁₄, 6₁₂
₅₃期末（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₁日） ₁₀, ₀₀₀ ₁₃. ₃₄ ₀. ₁₃ ₈₅. ₇ ― ₁₃, ₉₀₈
₅₄期末（₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日） ₁₀, ₀₀₀ ₉. ₅₂ ₀. ₁₀ ₇₄. ₂ ― ₁₃, ₃₇₂

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）公社債および債券先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 ₃ ）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注 ₄ ）債券先物比率は買建比率－売建比率です。
（注 ₅ ） 当ファンドは、決算時の元本の安全性に配慮した運用を行なっているため、ベンチマークおよび参考指数等はありません。

■当期中の基準価額の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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公社債投信（ 4月号）

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率
債 券 先 物
比 率騰 落 率

円 ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₄ 月₂₁日 ₁₀, ₀₀₀ ― ₈₅. ₇ ―

₄ 月末 ₁₀, ₀₀₀ ₀. ₀₀ ₇₉. ₄ ―
₅ 月末 ₁₀, ₀₀₂ ₀. ₀₂ ₇₉. ₇ ―
6 月末 ₁₀, ₀₀₂ ₀. ₀₂ ₇₂. ₁ ―
₇ 月末 ₁₀, ₀₀₃ ₀. ₀₃ ₇₃. ₉ ―
₈ 月末 ₁₀, ₀₀₄ ₀. ₀₄ ₇₄. 6 ―
₉ 月末 ₁₀, ₀₀6 ₀. ₀6 ₇₂. ₁ ―
₁₀月末 ₁₀, ₀₀6 ₀. ₀6 ₇₄. ₃ ―
₁₁月末 ₁₀, ₀₀₇ ₀. ₀₇ ₇₃. 6 ―
₁₂月末 ₁₀, ₀₀₈ ₀. ₀₈ ₇6. ₀ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₀, ₀₀₉ ₀. ₀₉ ₇₂. ₀ ―
₂ 月末 ₁₀, ₀₀₉ ₀. ₀₉ 6₉. ₄ ―
₃ 月末 ₁₀, ₀₁₀ ₀. ₁₀ 6₄. ₈ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日 ₁₀, ₀₀₉. ₅₂ ₀. ₁₀ ₇₄. ₂ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₀₀₀円　期末：₁₀, ₀₀₀円（分配金 ₉ 円₅₂銭）　騰落率：₀. ₁₀％　（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

主に利息収入により、基準価額は値上がりしました。
◆投資環境について
○国内債券市況

期を通じて、日銀は金融市場調節の操作目標をマネタリーベースとする量的・質的金融緩和政策を維持しまし
た。また、2014年10月末には追加金融緩和を実施し、国債を中心とする資産買い入れをいっそう拡大しました。こ
のような日銀の金融政策を背景に、短中期の金利は低下しました。

◆前期における「今後の運用方針」

主として「公社債投信マザーファンド」の受益証券を高位に組入れ、信託財産の着実な成長と安定した収益の確
保をめざして運用を行ないます。
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公社債投信（ 4月号）

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

主として「公社債投信マザーファンド」の受益証券を組入れ、中長期的に安定した収益の確保をめざして運用を
行ないました。
○公社債投信マザーファンド

残存期間が ₁ 年以下の公社債とＣＰ（コマーシャル・ペーパー）を中心に投資を行ないました。また、収益向上
のため、残存期間が ₁ 年を超える公社債も組入れました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークや参考指数を設けておりません。
◆分配金について

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は ₉ 円₅₂銭といたしました。

《今後の運用方針》
○当ファンド

主として「公社債投信マザーファンド」の受益証券を組入れ、中長期的に安定した収益の確保をめざして安定運用
を行ないます。
○公社債投信マザーファンド

残存期間が ₁ 年以下の公社債とＣＰを中心に投資を行ないます。また、収益向上のため、残存期間が ₁ 年を超える
公社債の組入れも適宜行ないます。

■ 1万口当りの費用の明細

項　　　目
当　期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₄. ₂₂～₂₀₁₅. ₄. ₂₀）
金額 比率

信託報酬 ₄円 ₀. ₀₃₅％ 信託報酬＝ ₁ 万口当り元本×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₀, ₀₀6円です。

（投信会社） （₁） （₀. ₀₀₉） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社） （₂） （₀. ₀₂₄） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行） （₀） （₀. ₀₀₁） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 ― ― 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税 ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用 ₀ ₀. ₀₀₂ その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（保管費用） （₀） （₀. ₀₀₀） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用） （₀） （₀. ₀₀₂） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計 ₄ ₀. ₀₃₇

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、
売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含
みます。

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。
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公社債投信（ 4月号）

■主要な売買銘柄
　当期中における主要な売買銘柄はありません。

（2）親投資信託受益証券の設定・解約状況
（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₂日から₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日まで）

設 定 解 約
口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
公社債投信マザーファンド ₁, ₉₁₅, ₉₉₃ ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁, ₂₈₀, ₀₈₇ ₁, ₃₃₇, ₂₁₂

（注）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
（1）公 社 債

（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₂日から₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日まで）
買 付 額 売 付 額

国
　
　
内

千円 千円 

地 方 債 証 券 ― ―
（ ₅₈6, ₈₀₀）

特 殊 債 券 ― ―
（ 6₀₁, ₀₀₀）

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）単位未満は切捨て。

（2）�マザーファンドにおける期中の利害関係人との取引
状況

（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₂日から₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日まで）

決 算 期 当　　　　　　　 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

公 社 債 ₁6₀, ₅₂₇ ₃₈, ₀₈₉ ₂₃. ₇ ₃₀₁ ― ―

その他有価証券 ₂₂₁, ₁₈₀ ― ― ― ― ―

コール・ローン ₃, ₈₇6, ₄₉6 ― ― ― ― ―
（注）平均保有割合₇. ₄％
※ 平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファ

ンドのマザーファンド所有口数の割合。

（₃）�期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への
支払比率

当期中における売買委託手数料の利害関係人への支
払いはありません。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定され
る利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証
券です。

■利害関係人との取引状況
（1）�ベビーファンドにおける期中の利害関係人との取引
状況

当期中における利害関係人との取引はありません。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種　　類
期　　首 当　　　期　　　末

口　　数 口　　数 評　価　額
千口 千口 千円

公社債投信マザーファンド ₁₁, ₉₄₂, ₇₉₄ ₁₂, ₅₇₈, ₇₀₀ ₁₃, ₁₄₇, ₂₅₇
（注）単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日現在

項　　目 当　　　　期　　　　末
評 価 額 比　　　 率

千円 ％
公社債投信マザーファンド ₁₃, ₁₄₇, ₂₅₇ ₉₈. ₁
コール・ローン等、その他 ₂₅6, ₀6₉ ₁. ₉
投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₃, ₄₀₃, ₃₂6 ₁₀₀. ₀

（注）評価額の単位未満は切捨て。
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公社債投信（ 4月号）

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日現在

項 目 当 期 末

（Ａ）資　　　　　産 1₃， 40₃， ₃2₆， 4₇₇円
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 ₂₄₉, ₁₈₁, ₈₈₄
公社債投信マザーファンド（評価額） ₁₃, ₁₄₇, ₂₅₇, ₃₃₁
未 収 入 金 6, ₈₈₇, ₂6₂

（Ｂ）負　　　　　債 ₃0， ₆14， 5₈₇
未 払 収 益 分 配 金 ₁₂, ₇₃₀, ₈₂₀
未 払 解 約 金 ₁₂, ₇₃₄, ₃₂₁
未 払 信 託 報 酬 ₅, ₀₀₁, ₁6₂
そ の 他 未 払 費 用 ₁₄₈, ₂₈₄

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1₃， ₃₇2， ₇11， ₈90
元 本 ₁₃, ₃₇₂, ₇₁₀, ₉₁₀
次 期 繰 越 損 益 金 ₉₈₀

（Ｄ）受益権総口数 1₃， ₃₇2， ₇10， 910口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 10， 000円

＊ 期首における元本額は₁₃, ₉₀₈, ₅₁₃, ₃₀₂円、当期中における追加設定元本額は
₈₇6, ₂₈₉, ₃₀₅円、同解約元本額は₁, ₄₁₂, ₀₉₁, 6₉₇円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₀, ₀₀₀円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₄ 月₂₂日　至₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日

項 目 当 期

（Ａ）受取利息等収益 400， 15₇円
受 取 利 息 ₄₀₀, ₁₅₇

（Ｂ）有価証券売買損益 1₈， 41₃， ₃₇₆
売 買 益 ₁₈, ₅₈₁, ₂6₃
売 買 損 △ ₁6₇, ₈₈₇

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △� 5， ₃0₆， 204
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 1₃， 50₇， ₃29
（Ｅ）前期繰越損益金 12， ₈44
（Ｆ）解約差損益金 △� ₇₈₈， ₃₇₃
（Ｇ）合　　　　　計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 12， ₇₃1， ₈00
（Ｈ）収 益 分 配 金 △� 12， ₇₃0， ₈20

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） 9₈0
（注） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1万口当り分配金（税込み） 9円52銭

源 泉 税 所得税（分配金の₁₅. ₃₁₅％） ₁円₄₅銭₇厘
地方税（分配金の ₅ ％）　　 ₀円₄₇銭6厘

お 手 取 額 ₇円5₈銭₇厘
非課税制度ご利用の方のお手取額 9円52銭

（注）所得税には復興特別所得税が含まれます。

● 〈分配金再投資コース〉、財形貯蓄、財形年金貯蓄および財形住宅貯蓄をご利用の方のお手取額は、自動的にみなさまの口座に
繰入れて再投資いたしました。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について
　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2種類にな
りましたが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。
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公社債投信マザーファンド

運用報告書　第14期　（決算日　2015年 4 月20日）

（計算期間　₂₀₁₄年 ₄ 月₂₂日～₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日）

公社債投信マザーファンドの第₁₄期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針 公社債への投資により、中長期的に安定した収益の確保をめざして安定運用を行ないます。

主要投資対象 本邦通貨表示の公社債

運 用 方 法 本邦通貨表示の公社債を組入れの中心として、中長期的に安定した収益の確保をめざして安定
運用を行ないます。

東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /
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公社債投信マザーファンド

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組入比率
債券先物
比　　率騰落率

円 ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₄ 月₂₁日 ₁₀, ₄₃₈ ― ₈6. ₁ ―

₄ 月末 ₁₀, ₄₃₈ ₀. ₀₀ ₈₂. 6 ―
₅ 月末 ₁₀, ₄₄₀ ₀. ₀₂ ₈₃. ₀ ―
6 月末 ₁₀, ₄₄₁ ₀. ₀₃ ₇₃. ₄ ―
₇ 月末 ₁₀, ₄₄₂ ₀. ₀₄ ₇₅. ₃ ―
₈ 月末 ₁₀, ₄₄₃ ₀. ₀₅ ₇6. ₀ ―
₉ 月末 ₁₀, ₄₄₅ ₀. ₀₇ ₇₃. ₄ ―
₁₀月末 ₁₀, ₄₄6 ₀. ₀₈ ₇₅. ₇ ―
₁₁月末 ₁₀, ₄₄₇ ₀. ₀₉ ₇₅. ₀ ―
₁₂月末 ₁₀, ₄₄₈ ₀. ₁₀ ₇₇. ₄ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₀, ₄₄₉ ₀. ₁₁ ₇₃. ₃ ―
₂ 月末 ₁₀, ₄₅₀ ₀. ₁₁ ₇₀. ₇ ―
₃ 月末 ₁₀, ₄₅₁ ₀. ₁₂ 6₅. ₉ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日 ₁₀, ₄₅₂ ₀. ₁₃ ₇₅. ₄ ―
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注 ₃ ）債券先物比率は買建比率－売建比率です。
（注 ₄ ） 当ファンドは、決算時の元本の安全性に配慮した運用を行なっているた

め、ベンチマークおよび参考指数はありません。

■当期中の基準価額の推移

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₄₃₈円　期末：₁₀, ₄₅₂円　騰落率：₀. ₁₃％
【基準価額の主な変動要因】

主に利息収入により、基準価額は値上がりしました。
◆投資環境について

○国内債券市況
期を通じて、日銀は金融市場調節の操作目標をマネタリーベー

スとする量的・質的金融緩和政策を維持しました。また、₂₀₁₄年
₁₀月末には追加金融緩和を実施し、国債を中心とする資産買い入
れをいっそう拡大しました。このような日銀の金融政策を背景
に、短中期の金利は低下しました。

◆前期における「今後の運用方針」
金利リスクについては、引続き慎重に対処します。引続き公社

債およびコマーシャル・ペーパーへ投資を行ない、安定した収益
の確保をめざします。
◆ポートフォリオについて

残存期間が ₁ 年以下の公社債とＣＰ（コマーシャル・ペーパー）
を中心に投資を行ないました。また、収益向上のため、残存期間が
₁ 年を超える公社債も組入れました。

■売買および取引の状況
（1）公 社 債

（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₂日から₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日まで）
買 付 額 売 付 額

国
　
　
　
内

千円 千円 

国 債 証 券 ― ―
（ ₁₀, ₀₀₀, ₀₀₀）

地 方 債 証 券 ₃₈, 66₉, ₂₅6 ₃₀₁, ₃₀₂
（ ₃₁, ₂₃₃, 6₇₀）

特 殊 債 券 ₃₈, ₁₄₄, ₉₈₉ ―
（ ₅₇, ₀₂₁, ₀₀₀）

社 債 券 ₈₃, ₇₁₃, ₃₃₀ ―
（ ₇₇, ₁₃₉, ₀₀₀）

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）社債券には新株予約権付社債券（転換社債券）は含まれておりません。
（注 ₄ ）単位未満は切捨て。

（2）その他有価証券
（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₂日から₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日まで）

買 付 額 売 付 額

国
内

千円 千円 

国 内 短 期 社 債 等 ₂₂₁, ₁₈₀, ₃₂₉ ―
（ ₂₁₂, ₅₄₄, ₀₀₀）

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）単位未満は切捨て。

■ 1万口当りの費用の明細
項　　　　　目 当　　　　期

売買委託手数料 ―円
有価証券取引税 ―
その他費用 ₀

（保管費用） （ ₀）
合　　　　　計 ₀

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によっ
て受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用
の項目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項
目の概要をご参照ください。

（注 ₂ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

10, 455

10, 450

10, 445

10, 440

10, 435

（円）

期　首
（2014. 4. 21）

期　末
（2015. 4. 20）

基準価額

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークや参

考指数を設けておりません。

《今後の運用方針》
残存期間が ₁ 年以下の公社債とＣＰを中心に投資を行ないます。

また、収益向上のため、残存期間が ₁ 年を超える公社債の組入れも
適宜行ないます。
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公社債投信マザーファンド

（2）�国内（邦貨建）公社債（銘柄別、新株予約権付社債券（転換社債券）を除く）

■主要な売買銘柄
公 社 債

（₂₀₁₄年 ₄ 月₂₂日から₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買 付 売 付
銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円
₉ 三井住友 BK 劣後 ₁. ₇₅％ ₂₀₁₅/₈/₁₇ ₃, 6₅₁, ₃₁₅ ₂₈ 共同発行地方 ₁. ₃％ ₂₀₁₅/₇/₂₄ ₃₀₁, ₃₀₂
₁6 東日本高速道 ₀. ₃₅₈％ ₂₀₁₅/₃/₂₀ ₃, ₃₀₃, 6₁₀
₃₃₉ 政保道路債 ₁. ₄％ ₂₀₁₅/₄/₂₈ ₃, ₀₀₂, ₃₇₀
Mitsubishi UFJ Lease&Finance Co Ltd  ₀. ₁₁％  ₂₀₁6/₄/₂₇（ユーロ円債） ₃, ₀₀₀, ₀₀₀
₃₈ 野村ホールデイング ₀. 6₀₅％ ₂₀₁6/₂/₂6 ₂, ₈₁₂, ₀₁₉
₇ ウエストパツク BK ₁. ₀₇％ ₂₀₁₅/₉/₃ ₂, ₅₂₂, ₉₂₈
₃₀ 福祉医療機構 ₀. ₁₈6％ ₂₀₁₅/6/₁₉ ₂, ₅₀₀, ₅₇₅
₁₄ 日産フイナンシヤル ₀. 6₈₈％ ₂₀₁₅/₉/₁₈ ₂, ₁₁₁, 6₉₉
い₇₂₅ 利付商工債 ₀. ₃₅％ ₂₀₁₅/₁₀/₂₇ ₂, ₁₀₅, ₅₄₄
₄ 凸版印刷 ₁. ₅₈％ ₂₀₁₅/₉/₁₈ ₂, ₀₂₈, ₅₁₉

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません） 。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
（1）国内（邦貨建）公社債（種類別、新株予約権付社債券（転換社債券）を除く）

作 成 期 当 期 末

区 分 額　面　金　額 評 価 額 組入比率
う ち Ｂ Ｂ 格
以 下 組 入
比 率

残存期間別組入比率

₅ 年以上 ₂ 年以上 ₂ 年未満
千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％

地 方 債 証 券 ₃₄, ₀₀₂, ₈₁₀ ₃₄, ₂₀₈, ₁₂₁ ₁₈. ₄ ― ― ― ₁₈. ₄
特殊債券（除く金融債券） ₁₉, ₇6₈, ₀₀₀ ₁₉, ₈₄₃, ₂₅₉ ₁₀. ₇ ― ― ― ₁₀. ₇
金 融 債 券 ₁₄, ₂6₀, ₀₀₀ ₁₄, ₂₈₇, ₂₇₇ ₇. ₇ ― ― ― ₇. ₇
普 通 社 債 券 ₇₁, ₉₃₅, ₀₀₀ ₇₂, ₁₇6, ₉₁₃ ₃₈. ₇ ― ― ― ₃₈. ₇
合 計 ₁₃₉, ₉6₅, ₈₁₀ ₁₄₀, ₅₁₅, ₅₇₁ ₇₅. ₄ ― ― ― ₇₅. ₄

（注 ₁ ）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注 ₂ ）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。

当 期 末
区　分 銘 柄 年利率 額面金額 評 価 額 償還年月日

％ 千円 千円
地方債証券 ₁₃₂ 神奈川県公債 ₁. ₄₀₀₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₀, ₀₂₈ ₂₀₁₅/₀₄/₂₂

₂₅ 共同発行地方 ₁. ₄₀₀₀ ₁, ₀6₄, ₀₀₀ ₁, ₀6₄, ₁₅₀ ₂₀₁₅/₀₄/₂₄
₁₇-₁ 北海道公債 ₁. ₄₀₀₀ ₃₃₀, ₀₀₀ ₃₃₀, ₀₈₉ ₂₀₁₅/₀₄/₂₈
6₀ 大阪府₅年 ₀. 6₄₀₀ ₃₀₇, ₀₀₀ ₃₀₇, ₀₃6 ₂₀₁₅/₀₄/₂₈
₂₂-₂ 兵庫県₅年 ₀. 6₀₀₀ ₃₁₀, ₀₀₀ ₃₁₀, ₀₄₁ ₂₀₁₅/₀₄/₃₀
6₁ 大阪府₅年 ₀. ₅₈₀₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, ₁₂₉ ₂₀₁₅/₀₅/₂₈
₂₇₈ 大阪府公債 ₁. ₃₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₁₂₁ ₂₀₁₅/₀₅/₂₉
6₂₂ 東京都公債 ₁. ₂₈₀₀ ₁, ₄₄₄, ₀₀₀ ₁, ₄₄6, ₇₄6 ₂₀₁₅/₀6/₁₉
6₂₃ 東京都公債 ₁. ₃₁₀₀ ₁, ₃₀₀, ₀₀₀ ₁, ₃₀₂, ₅₄₇ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
6₂₄ 東京都公債 ₁. ₅₀₀₀ ₁, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁, ₀₀₂, ₂₄₈ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₁₇-₂ 横浜市公債 ₁. ₃₄₀₀ ₄₂₁, ₄₀₀ ₄₂₂, ₂₉₅ ₂₀₁₅/₀6/₂₂
₁₇-₂ 静岡県公債 ₁. ₃₀₀₀ ₅₂₈, ₃₀₀ ₅₂₉, ₄₂₂ ₂₀₁₅/₀6/₂₄
₁₇-₂ 千葉県公債 ₁. ₃₀₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₄₃₁ ₂₀₁₅/₀6/₂₅
₂₇₉ 大阪府公債 ₁. ₃₀₀₀ ₁₈, ₀₀₀ ₁₈, ₀₄₀ ₂₀₁₅/₀6/₂₉
₁₇-₄ 兵庫県公債 ₁. ₃₀₀₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₀, ₈₉₄ ₂₀₁₅/₀6/₂₉
₁₃₃ 神奈川県公債 ₁. ₃₀₀₀ 6₁₇, ₈₀₀ 6₁₉, ₂₁₀ ₂₀₁₅/₀6/₃₀
₂₂-₂ 福岡市₅年 ₀. ₄₀₀₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, ₂₃6 ₂₀₁₅/₀₇/₂₁
₂₂-₁₁ 兵庫県₅年 ₀. ₄₇₀₀ ₈₀₀, ₀₀₀ ₈₀₀, ₇₅₉ ₂₀₁₅/₀₇/₂₃
₂₈ 共同発行地方 ₁. ₃₀₀₀ ₇₅₁, ₈₀₀ ₇₅₄, ₁₄₂ ₂₀₁₅/₀₇/₂₄
₁₇-6 兵庫県公債 ₁. ₃₀₀₀ ₁₁₂, ₂₀₀ ₁₁₂, ₅₅₉ ₂₀₁₅/₀₇/₂₇
₁₇-₃ 埼玉県公債 ₁. ₃₀₀₀ ₈₀₀, ₀₀₀ ₈₀₂, 6₀6 ₂₀₁₅/₀₇/₂₈
6₃ 大阪府₅年 ₀. ₅₂₀₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₀, ₄₇₀ ₂₀₁₅/₀₇/₂₉

当 期 末
区　分 銘 柄 年利率 額面金額 評 価 額 償還年月日

％ 千円 千円
₁₇-₁ 広島県公債 ₁. ₄₀₀₀ ₂₂₀, ₀₀₀ ₂₂₀, ₉₉₇ ₂₀₁₅/₀₈/₂₅
₂₂-₅ 千葉県₅年 ₀. ₄₀₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₂₁₇ ₂₀₁₅/₀₈/₂₅
₂₉ 共同発行地方 ₁. ₄₀₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₉₀₉ ₂₀₁₅/₀₈/₂₅
₁₇-₄ 大阪市公債 ₁. ₄₀₀₀ ₉₅6, ₀₀₀ ₉6₀, ₃₄₄ ₂₀₁₅/₀₈/₂₅
₁₃₄ 神奈川県公債 ₁. ₄₀₀₀ ₅₃₀, ₃₀₀ ₅₃₂, ₇₁₃ ₂₀₁₅/₀₈/₂6
₁₇-₄ 埼玉県公債 ₁. ₄₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₄₅₄ ₂₀₁₅/₀₈/₂6
₁₇-₁ 福岡県公債 ₁. ₄₀₀₀ ₅₂₄, ₀₀₀ ₅₂6, ₃₈₂ ₂₀₁₅/₀₈/₂6
₁₇-6 北海道公債 ₁. ₄₀₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₉₂₅ ₂₀₁₅/₀₈/₃₁
6₂6 東京都公債 ₁. 6₀₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₁, ₂₃₂ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₂₂-₅ 札幌市₅年 ₀. ₃₇₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₁₁₉ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₁₇-₃ 横浜市公債 ₁. 6₀₀₀ ₁, ₁₃₀, ₈₁₀ ₁, ₁₃₈, ₀₁₃ ₂₀₁₅/₀₉/₂₂
₃₀ 共同発行地方 ₁. ₃₀₀₀ ₁, ₃6₂, ₂₀₀ ₁, ₃6₉, ₃₇₈ ₂₀₁₅/₀₉/₂₅
₁₇-₂ 京都府公債 ₁. ₄₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₅6₈ ₂₀₁₅/₀₉/₂₈
₁₇-₈ 兵庫県公債 ₁. ₄₀₀₀ ₂₀6, ₅₀₀ ₂₀₇, 6₅6 ₂₀₁₅/₀₉/₂₈
₁₂- せ 名古屋市債 ₁. ₄₀₀₀ ₁₇, ₅₀₀ ₁₇, ₅₉₉ ₂₀₁₅/₀₉/₂₈
₇₇ 川崎市公債 ₁. ₄₀₀₀ ₃₂6, ₅₀₀ ₃₂₈, ₃₅₅ ₂₀₁₅/₀₉/₂₈
₂₈₂ 大阪府公債 ₁. ₄₀₀₀ ₅₀₀, ₀₀₀ ₅₀₂, ₈₀₈ ₂₀₁₅/₀₉/₂₉
₁₇-₇ 大阪市公債 ₁. ₄₀₀₀ ₂6₀, ₀₀₀ ₂6₁, ₄₉₂ ₂₀₁₅/₀₉/₂₉
₂₂-₃ 京都市₅年 ₀. ₃₈₀₀ ₁₂₃, ₀₀₀ ₁₂₃, ₁₅₁ ₂₀₁₅/₀₉/₂₉
₃₁ 共同発行地方 ₁. ₅₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₇₃6 ₂₀₁₅/₁₀/₂₃
₁₇-₄ 愛知県公債 ₁. 6₀₀₀ ₃₁₁, ₁₀₀ ₃₁₃, ₅₉₂ ₂₀₁₅/₁₀/₂₇
₁₇-₈ 大阪市公債 ₁. 6₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₈₀₃ ₂₀₁₅/₁₀/₂₇

8



公社債投信マザーファンド

当 期 末
区　分 銘 柄 年利率 額面金額 評 価 額 償還年月日

％ 千円 千円
₁₃₅ 神奈川県公債 ₁. 6₀₀₀ ₁₃₁, ₁₅₀ ₁₃₂, ₁₇₈ ₂₀₁₅/₁₀/₂₈
₂₈₃ 大阪府公債 ₁. 6₀₀₀ ₇₄₀, ₀₀₀ ₇₄₅, ₉₀₈ ₂₀₁₅/₁₀/₂₈
₁₇-₂ 熊本県公債 ₁. 6₀₀₀ ₇₇₀, ₀₀₀ ₇₇6, ₂₂₉ ₂₀₁₅/₁₀/₂₈
₁₇-₁鹿児島県公債 ₁. 6₀₀₀ ₈₀₀, ₀₀₀ ₈₀6, ₄₉₇ ₂₀₁₅/₁₀/₃₀
₁₇-₁₀ 神戸市公債 ₁. 6₀₀₀ ₁₀, ₀₀₀ ₁₀, ₀₉₁ ₂₀₁₅/₁₁/₂₄
₁₇-₅ 静岡県公債 ₁. 6₀₀₀ ₃₀6, 6₂₀ ₃₀₉, ₄₂₁ ₂₀₁₅/₁₁/₂₅
₁₇-6 埼玉県公債 ₁. 6₀₀₀ ₃₁₁, ₅₀₀ ₃₁₄, ₃₇₂ ₂₀₁₅/₁₁/₂₅
₁₇-₁ 静岡市公債 ₁. 6₀₀₀ ₁₇₀, ₀₄₀ ₁₇₁, 6₀₇ ₂₀₁₅/₁₁/₂₅
₂₈₄ 大阪府公債 ₁. 6₀₀₀ ₁₀, ₀₀₀ ₁₀, ₀₉₂ ₂₀₁₅/₁₁/₂₇
6₇ 大阪府₅年 ₀. ₄₇₀₀ ₇₀₀, ₀₀₀ ₇₀₁, 6₀6 ₂₀₁₅/₁₁/₂₇
₂₂-₉ 北海道₅年 ₀. ₄₇₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₂₄₇ ₂₀₁₅/₁₁/₃₀
₁₇-₉ 兵庫県公債 ₁. 6₀₀₀ ₄₀₇, ₀₀₀ ₄₁₀, ₈₃6 ₂₀₁₅/₁₁/₃₀
₂₂-₁ 奈良県₅年 ₀. ₄₁₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₂₁6 ₂₀₁₅/₁₁/₃₀
₁₇-₃ 福岡市公債 ₁. 6₀₀₀ ₅₀, ₀₀₀ ₅₀, ₄₄₇ ₂₀₁₅/₁₁/₃₀
6₂₈ 東京都公債 ₁. ₅₉₀₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₃, ₀₅₅ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
6₂₉ 東京都公債 ₁. ₄₅₀₀ ₉₂₀, ₀₀₀ ₉₂₈, ₅₁6 ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
6₃₀ 東京都公債 ₁. 6₃₀₀ ₉₀₀, ₀₀₀ ₉₀₉, ₄₀₄ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₂₇ 川崎市₅年 ₀. ₅₂₀₀ ₁₀, ₀₀₀ ₁₀, ₀₃₁ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₁₇-₉ 北海道公債 ₁. ₅₀₀₀ ₁, ₁₀₀, ₀₀₀ ₁, ₁₁₀, ₅₂₀ ₂₀₁₅/₁₂/₂₂
₁₇-₂ 北九州市債 ₁. ₅₀₀₀ ₂6₁, ₀₀₀ ₂6₃, ₅₃₀ ₂₀₁₅/₁₂/₂₂
₁₇-₁ 広島市公債 ₁. ₅₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₉6₉ ₂₀₁₅/₁₂/₂₂
₃ さいたま市公債 ₁. ₅₀₀₀ ₁₅, ₅₀₀ ₁₅, 6₅₀ ₂₀₁₅/₁₂/₂₂
₂₈₅ 大阪府公債 ₁. ₅₀₀₀ ₄₂₀, ₀₀₀ ₄₂₄, ₀₇₅ ₂₀₁₅/₁₂/₂₅
₁₇-₇ 千葉県公債 ₁. ₅₀₀₀ ₃₁₇, ₉₁₀ ₃₂₁, ₀₃6 ₂₀₁₅/₁₂/₂₅
₃₃ 共同発行地方 ₁. 6₀₀₀ ₃₀₂, ₄₀₀ ₃₀₅, ₅₇₉ ₂₀₁₅/₁₂/₂₅
₁₃6 神奈川県公債 ₁. ₅₀₀₀ ₄₂₁, ₉₀₀ ₄₂6, ₀₃₁ ₂₀₁₅/₁₂/₂₈
₁₇-₁₀ 大阪市公債 ₁. ₅₀₀₀ ₁₂₁, ₀₀₀ ₁₂₂, ₃₁6 ₂₀₁6/₀₁/₂6
₁₇-₇ 埼玉県公債 ₁. ₅₀₀₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₃, ₂₉₃ ₂₀₁6/₀₁/₂₇
₁₇-₅ 福岡県公債 ₁. ₅₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₁, ₀₉₀ ₂₀₁6/₀₁/₂₇
₂₈6 大阪府公債 ₁. ₅₀₀₀ ₅₀₀, ₀₀₀ ₅₀₅, ₄6₃ ₂₀₁6/₀₁/₂₉
₁₇-₁₁ 兵庫県公債 ₁. ₅₀₀₀ ₄₈₀, ₂₃₀ ₄₈₅, ₄₇₇ ₂₀₁6/₀₁/₂₉
₁₇-₁₂ 北海道公債 ₁. 6₀₀₀ ₅₇₅, ₅₀₀ ₅₈₂, ₇₄₉ ₂₀₁6/₀₂/₂₄
₂₂-₁₃ 北海道₅年 ₀. ₇₂₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₅₁6 ₂₀₁6/₀₂/₂₅
₇₀ 大阪府₅年 ₀. 66₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₄₈₀ ₂₀₁6/₀₂/₂₅
₃₅ 共同発行地方 ₁. 6₀₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₂, ₅₇₈ ₂₀₁6/₀₂/₂₅
₂₈₇ 大阪府公債 ₁. 6₀₀₀ ₄₄₄, ₀₀₀ ₄₄₉, 6₃₅ ₂₀₁6/₀₂/₂6
₁₇-₁₃ 兵庫県公債 ₁. ₇₀₀₀ ₁₀6, ₃₀₀ ₁₀₇, ₈₅₄ ₂₀₁6/₀₃/₂₃
₁₃₈ 神奈川県公債 ₁. ₇₀₀₀ ₃6₈, ₃₅₀ ₃₇₃, ₈6₁ ₂₀₁6/₀₃/₂₄
₁₇-₂鹿児島県公債 ₁. ₇₀₀₀ ₃₅₀, ₀₀₀ ₃₅₅, ₂₈6 ₂₀₁6/₀₃/₃₀
₂₈₉ 大阪府公債 ₁. ₈₀₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₃, ₄₉₂ ₂₀₁6/₀₄/₂₇
₁₈-₁ 兵庫県公債 ₁. ₈₀₀₀ ₄₁₀, ₀₀₀ ₄₁₇, ₂₀₂ ₂₀₁6/₀₄/₂₇
₁₈-₁ 北海道公債 ₁. ₈₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₁, ₇₅6 ₂₀₁6/₀₄/₂₈
₂₉₀ 大阪府公債 ₂. ₀₀₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₄, ₂₅₀ ₂₀₁6/₀₅/₃₀

種 別 小 計
銘 柄 数 ₈₇銘柄
金 額 ₃₄, ₀₀₂, ₈₁₀ ₃₄, ₂₀₈, ₁₂₁
特殊債券 ₈₅₀ 政保公営企業 ₁. ₄₀₀₀ ₇₀, ₀₀₀ ₇₀, ₀₀₂ ₂₀₁₅/₀₄/₂₁

（除く金融債券） ₃₃₉ 政保道路債 ₁. ₄₀₀₀ ₃, ₀₀₀, ₀₀₀ ₃, ₀₀₀, ₇₀₂ ₂₀₁₅/₀₄/₂₈
₇₄ 道路機構 ₀. ₃₅₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₀₂₇ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₁₀₈ 道路機構 ₀. ₁6₃₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₀, ₀₄₄ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₁₅ 公営企業 ₁. ₃₃₀₀ ₇₃₀, ₀₀₀ ₇₃₁, ₄₅₀ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₁6 公営企業 ₁. ₄₉₀₀ ₁, 6₀₀, ₀₀₀ ₁, 6₀₃, ₅₇₂ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₈ 都市再生 ₁. ₅6₀₀ ₅₀₀, ₀₀₀ ₅₀₁, ₁₈₀ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₅ 福祉医療機構 ₁. ₄₀₀₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₀, ₈₃₈ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₃₀ 福祉医療機構 ₀. ₁₈6₀ ₂, ₅₀₀, ₀₀₀ ₂, ₅₀₀, ₄₀₅ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₅ 鉄道建設・運輸 ₁. ₃₉₀₀ ₁, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁, ₀₀₂, ₀₄₁ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₁₉₈ 政保首都高速 ₁. ₃₀₀₀ 6₀₀, ₀₀₀ 6₀₁, ₃₂₃ ₂₀₁₅/₀6/₂6
₃₂₂ 東京交通債 ₃. 6₅₀₀ ₃₂₁, ₀₀₀ ₃₂₃, ₁₇₁ ₂₀₁₅/₀6/₂₉
₈₅₃ 政保公営企業 ₁. ₂₀₀₀ ₂₁₁, ₀₀₀ ₂₁₁, 6₁₉ ₂₀₁₅/₀₇/₂₄
₈₅₄ 政保公営企業 ₁. ₄₀₀₀ ₄₅₉, ₀₀₀ ₄6₀, ₉₉₁ ₂₀₁₅/₀₈/₁₈
₂₄ 日本政策投資 B ₁. 6₅₀₀ ₈₂₀, ₀₀₀ ₈₂₅, ₂₃₄ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₈ 福祉医療機構 ₁. 6₈₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, 6₅₁ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₇ 沖縄振興開発 ₁. 66₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, 6₃₇ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₃₄₇ 政保道路債 ₁. ₃₀₀₀ ₉₂₉, ₀₀₀ ₉₃₃, ₈₀₀ ₂₀₁₅/₀₉/₂₂
₂ 地方公共団₅年 ₀. ₄₂₃₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, ₃₈₉ ₂₀₁₅/₀₉/₂₈
₁ 政保東日本道路 ₁. 6₀₀₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₃, ₇₁₂ ₂₀₁₅/₁₁/₂₅
₁ 政保中日本道路 ₁. 6₀₀₀ ₃₄₈, ₀₀₀ ₃₅₁, ₂₂₉ ₂₀₁₅/₁₁/₂₅
₃ 道路機構 ₁. 6₄₀₀ ₉₀₀, ₀₀₀ ₉₀₉, ₂₈₉ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
6 道路機構 ₁. 6₅₀₀ ₇₀₀, ₀₀₀ ₇₀₇, ₂₇₁ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₅₄ 道路機構 ₀. ₇₅₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₈₈6 ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₁₈ 公営企業 ₁. ₅₃₀₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₃, ₈₈₈ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₁₀ 水資源 ₀. ₁₄6₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₀₁₉ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₅₇ 住宅支援機構 ₀. ₃6₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₃₈₄ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₂ 成田国際空港 ₁. 66₀₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₄, ₁₂₇ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₄₂ 鉄道建設・運 ₀. ₃₅₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₁₈₅ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₃₄ 日本学生支援 ₀. ₁₄₁₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₀₂₇ ₂₀₁6/₀₂/₁₉
₁ 地方公共団₂年 ₀. ₁₃₅₀ ₁, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁, ₀₀₀, ₂₇6 ₂₀₁6/₀₂/₂6
₂₅ 国際協力銀行 ₂. ₀₄₀₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₇, ₁₁6 ₂₀₁6/₀₃/₁₈
₁₉ 公営企業 ₂. ₀₂₀₀ ₃₈₀, ₀₀₀ ₃₈6, ₇₅₇ ₂₀₁6/₀₃/₂₄

種 別 小 計
銘 柄 数 ₃₃銘柄
金 額 ₁₉, ₇6₈, ₀₀₀ ₁₉, ₈₄₃, ₂₅₉

当 期 末
区　分 銘 柄 年利率 額面金額 評 価 額 償還年月日

％ 千円 千円
金融債券 い₇₁₉ 利付農林債 ₀. ₇₀₀₀ ₈₀₀, ₀₀₀ ₈₀₀, ₀₉₁ ₂₀₁₅/₀₄/₂₇

₂₄₅ 信金中金 ₀. ₇₀₀₀ 6₀₀, ₀₀₀ 6₀₀, ₀6₈ ₂₀₁₅/₀₄/₂₇
い₇₂₀ 利付農林債 ₀. 6₅₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₀₅₄ ₂₀₁₅/₀₅/₂₇
₂₄6 信金中金 ₀. 6₅₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₁₁₁ ₂₀₁₅/₀₅/₂₇
い₇₂₁ 利付商工債 ₀. ₅₅₀₀ ₃₀, ₀₀₀ ₃₀, ₀₂₃ ₂₀₁₅/₀6/₂6
い₇₂₁ 利付農林債 ₀. 6₀₀₀ ₁, ₁₀₀, ₀₀₀ ₁, ₁₀₁, ₀₁₁ ₂₀₁₅/₀6/₂6
い₇₂₂ 利付農林債 ₀. ₅₅₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₁₁₂ ₂₀₁₅/₀₇/₂₇
₂₄₈ 信金中金 ₀. ₅₅₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₁₁₅ ₂₀₁₅/₀₇/₂₇
₂₄₉ 信金中金 ₀. ₅₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₁₃₄ ₂₀₁₅/₀₈/₂₇
₂₅₀ 信金中金 ₀. ₅₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₁6₈ ₂₀₁₅/₀₉/₂₅
い₇₂₅ 利付商工債 ₀. ₃₅₀₀ ₂, ₁₀₀, ₀₀₀ ₂, ₁₀₂, ₉₈₁ ₂₀₁₅/₁₀/₂₇
い₇₂₅ 利付農林債 ₀. ₄₀₀₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, ₄₇₂ ₂₀₁₅/₁₀/₂₇
₂₅₁ 信金中金 ₀. ₃₅₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₁₄₁ ₂₀₁₅/₁₀/₂₇
い₇₂6 利付商工債 ₀. ₄₅₀₀ 6₇₀, ₀₀₀ 6₇₁, ₃₅₂ ₂₀₁₅/₁₁/₂₇
い₇₂6 利付農林債 ₀. ₅₀₀₀ ₇₂₀, ₀₀₀ ₇₂₁, 6₇₁ ₂₀₁₅/₁₁/₂₇
₂₅₂ 信金中金 ₀. ₄₅₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₄₁6 ₂₀₁₅/₁₁/₂₇
₁₅₄ 利付商工債 ₀. ₂₀₀₀ ₁, ₄₀₀, ₀₀₀ ₁, ₄₀₀, ₇₀₉ ₂₀₁₅/₁₁/₂₇
い₇₂₇ 利付商工債 ₀. 6₅₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₃₅₇ ₂₀₁₅/₁₂/₂₅
₂₅₃ 信金中金 ₀. 6₀₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, 66₁ ₂₀₁₅/₁₂/₂₅
₁₅₅ 利付商工債 ₀. ₂₀₀₀ ₁, ₅₀₀, ₀₀₀ ₁, ₅₀₀, ₇6₉ ₂₀₁₅/₁₂/₂₅
い₇₂₈ 利付商工債 ₀. ₅₅₀₀ ₂₀, ₀₀₀ ₂₀, ₀6₀ ₂₀₁6/₀₁/₂₇
い₇₂₈ 利付農林債 ₀. ₅₅₀₀ ₁6₀, ₀₀₀ ₁6₀, ₄6₂ ₂₀₁6/₀₁/₂₇
₂₅₄ 信金中金 ₀. ₅₅₀₀ ₇₀₀, ₀₀₀ ₇₀₂, ₂₄₁ ₂₀₁6/₀₁/₂₇
₁₅6 利付商工債 ₀. ₂₀₀₀ 6₀₀, ₀₀₀ 6₀₀, ₂₀₈ ₂₀₁6/₀₁/₂₇
₂ 利付商工債券 ₁. ₇₈₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₁, ₄₀₂ ₂₀₁6/₀₂/₁₉
い₇₂₉ 利付農林債 ₀. ₇₅₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₁, ₀₁₁ ₂₀₁6/₀₂/₂6
₂₅₅ 信金中金 ₀. ₇₅₀₀ ₅₀₀, ₀₀₀ ₅₀₂, 6₁₃ ₂₀₁6/₀₂/₂6
い₇₃₀ 利付商工債 ₀. ₇₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₅₁₉ ₂₀₁6/₀₃/₂₅
い₇₃₀ 利付農林債 ₀. ₇₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₅₁₀ ₂₀₁6/₀₃/₂₅
₂₅6 信金中金 ₀. ₇₀₀₀ ₁, ₀6₀, ₀₀₀ ₁, ₀6₅, 6₀₇ ₂₀₁6/₀₃/₂₅
い₇₃₁ 利付農林債 ₀. ₇₅₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, 6₁₅ ₂₀₁6/₀₄/₂₇
₂₅₇ 信金中金 ₀. ₇₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₅₉₅ ₂₀₁6/₀₄/₂₇

種 別 小 計
銘 柄 数 ₃₂銘柄
金 額 ₁₄, ₂6₀, ₀₀₀ ₁₄, ₂₈₇, ₂₇₇
普通社債券 ₂₈ 野村ホールデイング ₀. ₈₈₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₀₀₈ ₂₀₁₅/₀₄/₂₂

₅₇ 住友金属工業 ₁. ₃₅₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₀₁₃ ₂₀₁₅/₀₄/₂₄
₂₅ 大阪瓦斯 ₁. ₂₁₀₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, ₀₃₄ ₂₀₁₅/₀₄/₂₄
₃₂ アサヒビール ₀. 6₃₃₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₀₁₉ ₂₀₁₅/₀₄/₂₇
₃ 東京センチユリーリース ₀. ₅₃₀₀ ₁, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁, ₀₀₀, ₀₇₀ ₂₀₁₅/₀₄/₂₇
₅₁ 日産自動車 ₀. ₈₁₃₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₀₁₃ ₂₀₁₅/₀₄/₂₈
₄ 住友信託 劣後 ₁. 6₇₀₀ ₁, ₇₀₀, ₀₀₀ ₁, ₇₀₀, ₅₂₇ ₂₀₁₅/₀₄/₂₈
₅₄ 伊藤忠商事 ₀. 6₅₃₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, ₁₅₀ ₂₀₁₅/₀₅/₂₅
₁₅ 東京瓦斯 ₄. ₁₀₀₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₁, ₅₀₉ ₂₀₁₅/₀₅/₂₅
₃₀ 東京瓦斯 ₁. 6₅₈₀ ₅₀₀, ₀₀₀ ₅₀₀, ₈₀₂ ₂₀₁₅/₀₅/₂₉
₁₂ GE キヤピタル ₁. ₅₄₅₀ ₁, ₁₀₀, ₀₀₀ ₁, ₁₀₁, ₈₀₃ ₂₀₁₅/₀6/₀₃
₃₇ クレデイセゾン ₁. ₂₄₀₀ ₅₀₀, ₀₀₀ ₅₀₀, 6₈6 ₂₀₁₅/₀6/₀₈
₇₀ 東京急行電鉄 ₀. ₅6₂₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₀66 ₂₀₁₅/₀6/₁₁
₁₇ 東日本高速道 ₀. ₂₇₁₀ ₁, 6₀₀, ₀₀₀ ₁, 6₀₀, ₄₁₄ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₁₅ 西日本高速道 ₀. ₂₄₁₀ ₁, ₂₀₀, ₀₀₀ ₁, ₂₀₀, ₂₉₁ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₂ セブンアンドアイ ₁. 6₈₀₀ ₅₀₀, ₀₀₀ ₅₀₁, ₂₂₅ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₄ セブンアンドアイ ₀. ₅₄₁₀ ₈₀₀, ₀₀₀ ₈₀₀, ₄66 ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₄₈ 三井物産 ₀. ₈₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₁₀₁ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₃₈ NTT フアイナンス ₀. ₅₅₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₀₇₃ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₁₅ ホンダフアイナンス ₀. ₅6₂₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₀, ₂₉₇ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₄₈ トヨタフアイナンス ₀. ₂₇₂₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₀₂₉ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₇ KDDI ₁. ₇₃₀₀ 6₀₀, ₀₀₀ 6₀₁, ₅₄₈ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₂₄ NTT データ ₀. 66₀₀ ₈₀₀, ₀₀₀ ₈₀₀, ₇₀₉ ₂₀₁₅/₀6/₁₉
₉ リコー ₀. ₅6₇₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₁₅₇ ₂₀₁₅/₀6/₂₂
₁₄ イオン ₁. 6₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₂₄₁ ₂₀₁₅/₀6/₂₂
₃₁ 野村ホールデイング ₀. ₈₁₀₀ ₄₇₅, ₀₀₀ ₄₇₅, ₅₂₄ ₂₀₁₅/₀6/₂₂
₃₀ 大成建設 ₁. ₄₉₀₀ ₇₀₀, ₀₀₀ ₇₀₁, 6₀₀ ₂₀₁₅/₀6/₂₃
₂₂ 野村ホールデイング ₀. ₉₃₇₀ 6₀₀, ₀₀₀ 6₀₀, ₈₀₀ ₂₀₁₅/₀6/₂₄
₃ サントリーホールデイング ₀. ₄6₁₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₀, ₃₀₂ ₂₀₁₅/₀₇/₀₉
₅₀ 三井住友銀行 ₀. ₅₀₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₁₈6 ₂₀₁₅/₀₇/₁₇
₈ 東京三菱 BK 劣後 ₁. 6₄₀₀ ₂, ₄₀₀, ₀₀₀ ₂, ₄₀₈, ₉6₅ ₂₀₁₅/₀₇/₂₂
6₈東日本旅客鉄道 ₀. ₄₄6₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, ₂₅₇ ₂₀₁₅/₀₇/₂₂
₅ ラボバンク・ネダー ₀. ₉₇₀₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, 6₂₉ ₂₀₁₅/₀₇/₂₃
₄ ウオルマート・ストアーズ ₀. ₉₄₀₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, 6₅₃ ₂₀₁₅/₀₇/₂₈
₄ ナシヨナルオーストラリア BK ₁. ₁6₀₀ ₁, ₂₀₀, ₀₀₀ ₁, ₂₀₃, ₂₁₅ ₂₀₁₅/₀₇/₂₉
₂ みずほ銀行劣後 ₁. 6₇₀₀ ₃, ₁₀₀, ₀₀₀ ₃, ₁₁₃, ₇₀₇ ₂₀₁₅/₀₈/₀₇
₉ 三井住友 BK 劣後 ₁. ₇₅₀₀ ₃, 6₀₀, ₀₀₀ ₃, 6₁₈, 6₅₅ ₂₀₁₅/₀₈/₁₇
₁₄ 日立製作所 ₁. ₅6₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₄6₀ ₂₀₁₅/₀₈/₁₈
₁₇ 中日本高速道 ₀. ₅₁₃₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₀, ₅₀₈ ₂₀₁₅/₀₈/₂₈
₇ ウエストパツク BK ₁. ₀₇₀₀ ₂, ₅₀₀, ₀₀₀ ₂, ₅₀₇, ₄₉₈ ₂₀₁₅/₀₉/₀₃
₅ セイコーエプソン ₀. ₅₈₁₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, ₅₀6 ₂₀₁₅/₀₉/₀₃
₅ バークレイズバンク ₁. ₂₉₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₈₅₃ ₂₀₁₅/₀₉/₀₉
₄₇ 京成電鉄 ₀. 6₂₀₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, ₅₇₃ ₂₀₁₅/₀₉/₀₉
₂₀ 中日本高速道 ₀. ₄₁₇₀ ₁, ₃₀₀, ₀₀₀ ₁, ₃₀₁, ₇₂₀ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₁₅ 豊田自動織機 ₁. 66₀₀ 6₀₀, ₀₀₀ 6₀₃, ₈₅₁ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₁₁ トヨタ自動車 ₀. ₁₈6₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₀₂₈ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₄ 凸版印刷 ₁. ₅₈₀₀ ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ ₂, ₀₁₂, ₀6₈ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
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（₃）国内その他有価証券
当　　　期　　　末

評　価　額 比　　　率
千円 ％

国 内 短 期 社 債 等 ₃₀, 66₀, ₄₈₈ <₁6. ₅>
（注 ₁ ）＜　＞内は、純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₂ ）評価額の単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日現在

項 目 当　　　期　　　末
評 価 額 比　　率

千円 ％
公 社 債 ₁₄₀, ₅₁₅, ₅₇₁ ₇₃. ₂
そ の 他 有 価 証 券 ₃₀, 66₃, ₅₃₀ ₁6. ₀
コ ー ル・ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂₀, ₇₈6, ₂₀₂ ₁₀. ₈
投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₉₁, ₉6₅, ₃₀₄ ₁₀₀. ₀

（注）評価額の単位未満は切捨て

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₄ 月₂₂日　至₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日

項 目 当 期
（Ａ）受取利息等収益 1， ₆19， 9₈₆， 9₃4円

受 取 利 息 ₁, 6₁₉, ₉₈6, ₉₃₄
（Ｂ）有価証券売買損益 △� 1， ₃₆₈， 254， 149

売 買 益 ₃, ₇₀₁, ₁₃₀
売 買 損 △ ₁, ₃₇₁, ₉₅₅, ₂₇₉

（Ｃ）そ の 他 費 用 △� 2₃₃， 2₇9
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 251， 499， 50₆
（Ｅ）前期繰越損益金 ₇， ₆44， ₃₇1， 4₆4
（Ｆ）解約差損益金 △� ₈12， ₃29， ₈15
（Ｇ）追加信託差損益金 9₆5， ₇4₇， ₈9₇
（Ｈ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） ₈， 049， 2₈9， 052

次期繰越損益金（Ｈ） ₈， 049， 2₈9， 052
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本

を下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回

る場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₄ 月₂₀日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 191， 9₆5， ₃04， 9₇1円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 ₂₀, ₄₅₁, ₁₃₁, ₈₉₁
そ の 他 有 価 証 券（評価額） ₃₀, 66₃, ₅₃₀, ₅₇₈
地 方 債 証 券（評価額） ₃₄, ₂₀₈, ₁₂₁, ₀₁6
特 殊 債 券（評価額） ₃₄, ₁₃₀, ₅₃6, ₈₄₁
社 債 券（評価額） ₇₂, ₁₇6, ₉₁₃, ₅₄6
未 収 利 息 ₂₈₀, ₁₁6, ₁₁₂
前 払 費 用 ₅₄, ₉₅₄, ₉₈₇

（Ｂ）負 債 5， ₆9₇， ₈₃₈， 259
未 払 金 ₅, ₅₉₉, ₃₅₉, ₀₂₀
未 払 解 約 金 ₉₈, ₄₇₉, ₂₃₉

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1₈₆， 2₆₇， 4₆₆， ₇12
元 本 ₁₇₈, ₂₁₈, ₁₇₇, 66₀
次 期 繰 越 損 益 金 ₈, ₀₄₉, ₂₈₉, ₀₅₂

（Ｄ）受益権総口数 1₇₈， 21₈， 1₇₇， ₆₆0口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 10， 452円

＊ 期首における元本額は₁₇₄, 6₇₀, ₅₉₉, ₉6₇円、当期中における追加設定元本額は
₂₁, ₇6₈, ₅₈₅, 6₇₀円、同解約元本額は₁₈, ₂₂₁, ₀₀₇, ₉₇₇円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、公社
債投信（ ₁ 月号）₁₃, ₂₈6, ₁₀₉, ₄₁₃円、公社債投信（ ₂ 月号）₁₁, ₉₅₄, ₃₃₇, ₅₂₃
円、 公 社 債 投 信（ ₃ 月 号 ）₁₁, ₉₂₂, ₇₄₇, ₃₀₀円、 公 社 債 投 信（ ₄ 月 号 ）
₁₂, ₅₇₈, ₇₀₀, ₀₈₈円、公社債投信（ ₅ 月号）₉, ₄₁6, ₉₀6, 6₅₀円、公社債投信（ 6
月号）₁₇, 6₄₂, ₄₅₃, ₄₂₃円、公社債投信（ ₇ 月号）₂₀, ₂₅₉, ₉6₉, ₃6₁円、公社債投
信（ ₈ 月号）₁₄, ₅₃₈, ₀₅6, ₈₂6円、公社債投信（ ₉ 月号）₁₄, ₈₀₉, ₉₉₈, ₇₉₇円、公
社債投信（₁₀月号）₁₄, ₁₂₃, ₁₃6, ₉6₈円、公社債投信（₁₁月号）₁₂, ₅₉₁, ₂₅₇, ₁₀₁
円、公社債投信（₁₂月号）₂₅, ₀₉₄, ₅₀₄, ₂₁₀円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₀, ₄₅₂円です。

当 期 末
区　分 銘 柄 年利率 額面金額 評 価 額 償還年月日

％ 千円 千円
₁₄ 日産フイナンシヤル ₀. 6₈₈₀ ₂, ₃₀₀, ₀₀₀ ₂, ₃₀₅, ₄₂₄ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₂₁ 日産フイナンシヤル ₀. ₃₀6₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₁₁₅ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₅₅ トヨタフアイナンス ₀. ₁₉6₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₀₃6 ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₃₅ 野村ホールデイング ₀. ₈₁₀₀ ₉₀₀, ₀₀₀ ₉₀₂, ₄₃₅ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₄₁東日本旅客鉄道 ₁. ₅6₀₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₁, ₈₀₈ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₅₀ 電信電話債 ₁. ₅₈₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₁, ₂₂₀ ₂₀₁₅/₀₉/₁₈
₅ 阪神高速道路 ₀. ₃₈₁₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₀, ₅₀₁ ₂₀₁₅/₀₉/₂₄
₂₅ 野村ホールデイング ₀. ₇₂₂₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, ₇₀6 ₂₀₁₅/₀₉/₂₄
₃₃ 野村ホールデイング ₀. ₈₁₀₀ ₁₄₃, ₀₀₀ ₁₄₃, ₄₂₀ ₂₀₁₅/₀₉/₂₉
₁₁₈三菱東京 UFJBK ₀. ₃₅₀₀ ₃, ₀₀₀, ₀₀₀ ₃, ₀₀₃, ₇₂6 ₂₀₁₅/₁₀/₁₅
₃₀ 富士通 ₀. ₃₃₁₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₀, ₄₁₅ ₂₀₁₅/₁₀/₁6
₂₇ 富士通 ₀. ₄₂₀₀ ₉₀₀, ₀₀₀ ₉₀₁, ₃₇₈ ₂₀₁₅/₁₀/₂₀
₂₃ みずほコーポレート ₀. ₄₃₀₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, ₄₈₃ ₂₀₁₅/₁₀/₂₀
₅₁ 三井住友銀行 ₀. ₃₅₀₀ ₂, ₈₀₀, ₀₀₀ ₂, ₈₀₃, 6₄₁ ₂₀₁₅/₁₀/₂₀
₁₄ GE キヤピタル ₁. ₈₄₀₀ ₇₀₀, ₀₀₀ ₇₀₇, ₁₃₈ ₂₀₁₅/₁₁/₂₀
Century Tokyo Leasing Corp ₀. ₁₈₁₂ ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ ₂, ₀₀₀, ₀₃6 ₂₀₁₅/₁₁/₂₇
₁ コニカミノルタホールデイン ₀. 6₀₉₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₂₉₉ ₂₀₁₅/₁₂/₀₂
₂₉ 東京瓦斯 ₁. ₄₀₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₈₃₄ ₂₀₁₅/₁₂/₀₇
6 日本たばこ産業 ₀. ₅₃₃₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₂₇₇ ₂₀₁₅/₁₂/₀₉
₁ BPCE S. A. ₀. ₉₅₀₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₁, ₅₂₀ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₇ 首都高速道路 ₀. 6₅₄₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₇₄₁ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₂₃ 中日本高速道 ₀. ₅₂₉₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₂₈₄ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₄₅ トヨタフアイナンス ₀. ₅₈₄₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₃₃₁ ₂₀₁₅/₁₂/₁₈
₁ みずほ信託劣後 ₁. ₉₁₀₀ ₂, ₁₀₀, ₀₀₀ ₂, ₁₂₄, ₄₈6 ₂₀₁₅/₁₂/₂₁
₂₂ 日産フイナンシヤル ₀. ₂₇₁₀ ₁, ₁₀₀, ₀₀₀ ₁, ₁₀₁, ₁₁₉ ₂₀₁₅/₁₂/₂₁
₃₇ 野村ホールデイング ₀. ₈₀₀₀ 6₁₇, ₀₀₀ 6₁₉, 6₃₈ ₂₀₁₅/₁₂/₂₁
₁₄6 オリックス ₁. ₀₄₀₀ ₅₀₀, ₀₀₀ ₅₀₃, ₂₅₄ ₂₀₁6/₀₁/₁₈
₂₄ みずほコーポレート ₀. ₅₉₅₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, 6₁6 ₂₀₁6/₀₁/₂₀
₅₂ 三井住友銀行 ₀. ₅6₀₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₁, ₃₂₄ ₂₀₁6/₀₁/₂₀
₁₂ 三菱 UFJ リース ₀. 6₃₄₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₇₇₅ ₂₀₁6/₀₁/₂₁
₄ みずほ銀行劣後 ₁. ₈₁₀₀ ₁, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁, ₀₁₂, ₇₄₇ ₂₀₁6/₀₁/₂₉
₈ JP モルガンチエース ₁. ₀₅₀₀ ₁, ₂₀₀, ₀₀₀ ₁, ₂₀₈, ₇₉₉ ₂₀₁6/₀₂/₂₂
₃₈ 野村ホールデイング ₀. 6₀₅₀ ₂, ₈₀₀, ₀₀₀ ₂, ₈₁₀, ₅₇₁ ₂₀₁6/₀₂/₂6
₂₇ 中日本高速道 ₀. ₅₃₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₇₈₁ ₂₀₁6/₀₃/₁₈
₄₀ 中日本高速道 ₀. ₂₉₈₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₀, ₃₄₅ ₂₀₁6/₀₃/₁₈
₁₀ パナソニツク ₀. ₇₅₂₀ ₄₀₀, ₀₀₀ ₄₀₂, ₂₈6 ₂₀₁6/₀₃/₁₈
₁6 日産フイナンシヤル ₀. ₇₄₇₀ ₁, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁, ₀₀₅, 6₉₃ ₂₀₁6/₀₃/₁₈
₂₁ 東海旅客鉄道 ₁. 6₉₅₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₁, ₄6₁ ₂₀₁6/₀₃/₁₈
₁₂₃三菱東京 UFJBK ₀. ₇₁₀₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, ₅₇₇ ₂₀₁6/₀₄/₁₈
₂₅ みずほコーポレート ₀. ₇₅₅₀ ₈₀₀, ₀₀₀ ₈₀₄, ₅₂₇ ₂₀₁6/₀₄/₂₀
₅₃ 三井住友銀行 ₀. 6₉₀₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₁, ₁₁₂ ₂₀₁6/₀₄/₂₀
₁₃ 三菱 UFJ リース ₀. ₇₉6₀ ₁₀₀, ₀₀₀ ₁₀₀, 6₉₅ ₂₀₁6/₀₄/₂₂
₅ 住友信託 劣後 ₂. ₂₅₀₀ ₁, ₂₀₀, ₀₀₀ ₁, ₂₂₄, ₅₃₄ ₂₀₁6/₀₄/₂₇
Century Tokyo Leasing Corp ₀. ₁₃₀₀ ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ ₂, ₀₀₀, 6₈₀ ₂₀₁6/₀₄/₂₇
Mitsubishi UFJ Lease&Finance Co Ltd ₀. ₁₁₀₀ ₃, ₀₀₀, ₀₀₀ ₃, ₀₀₀, ₉₀₀ ₂₀₁6/₀₄/₂₇
₁₇ 東京放送 HD ₀. 6₇₃₀ ₂₀₀, ₀₀₀ ₂₀₁, ₂₃₂ ₂₀₁6/₀6/₀₂
₇ セブンアンドアイ ₀. ₂₅₈₀ ₃₀₀, ₀₀₀ ₃₀₀, ₅₃₈ ₂₀₁6/₀6/₂₀
₂6 みずほコーポレート ₀. ₅₄₀₀ ₁, ₇₀₀, ₀₀₀ ₁, ₇₀₇, 6₀₅ ₂₀₁6/₀₇/₂₀

種 別 小 計
銘 柄 数 ₉₅銘柄
金 額 ₇₁, ₉₃₅, ₀₀₀ ₇₂, ₁₇6, ₉₁₃
合 計
銘 柄 数 ₂₄₇銘柄
金 額 ₁₃₉, ₉6₅, ₈₁₀ ₁₄₀, ₅₁₅, ₅₇₁
（注）単位未満は切捨て。
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